
平成19年５月１日　福岡市保健福祉局事業者指導課長通知　　
改正　平成20年７月22日　福岡市保健福祉局監査指導課長通知　　　
改正　平成23年４月１日　福岡市保健福祉局高齢者施策推進課長通知
改正　平成24年４月１日　福岡市保健福祉局高齢者施設支援課長通知
軽度者等の福祉用具貸与費に係る本市の取扱いについて
軽度者（要支援１，２及び要介護１の者をいう。ただし，自動排泄処理装置については，要支援１，２及び要介護１，２，３の者をいう。）の，（介護予防）福祉用具貸与サービスの例外給付に対する本市の確認については，当該利用者を担当する居宅介護支援事業者，介護予防支援事業者及び（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業者からの確認依頼によるものとし，その実務については以下のとおりとする。

１　市の確認を必要とするもの

　　例外給付対象の福祉用具貸与に関して，認定調査票の基本調査の結果を用いて判断し，給付の対象とならなかった事例に関して，医師の医学的な所見に基づき判断され，かつ，サービス担当者会議を通じた適正なケアマネジメントにより福祉用具貸与が必要であると判断される場合。
　　車いす（付属品含む）で，「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」，移動用リフト（つり具部分除く）で，「生活環境において段差の解消が必要と認められる者」については，適切なケアマネジメントにより必要性が位置付けられれば，本市への確認依頼は必要ありません　（「７　車いす（付属品含む）と移動用リフト（つり具部分除く）について」参照）。
２　確認依頼の方法
　確認依頼は，以下に掲げる書類等を提出すること。なお，必要に応じて別に書類等の提出を求める場合がある。
(1) 確認依頼書（本市所定の様式）

　(2) 利用者の（介護予防）ケアプランで，対象福祉用具が必要であると判断した記録の部分の写し
（福祉用具貸与サービスの必要性を記載しているサービス担当者会議の記録等）
３　確認依頼書の記載者

　　利用者を担当する居宅介護支援事業者，介護予防支援事業者及び（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業者が記載すること。
なお，要支援１，２の者に係る確認依頼書について，介護予防ケアマネジメントの一部を受託している居宅介護支援事業者の記載は認められない。
　　（介護予防）ケアプランを自己作成している利用者については，当該利用者が記載すること。
４　提出先

提出先は，利用者の介護保険被保険者証上の住所地である，区福祉・介護保険課とする。
５　注意事項
(1) 確認依頼書は，福祉用具貸与サービスの利用前までに提出することを必要とする。
なお，確認依頼書の提出によって本市が確認した福祉用具貸与費は，サービス利用日（確認依頼書の提出が利用日より遅れた場合は，受付日）より給付されるものとする。
新規申請時，暫定（介護予防）ケアプラン作成時等も，同様の取扱いとする。
(2) 確認依頼書等の提出がなく，本市でサービスの必要性が確認されないまま福祉用具貸与サービスが実施されたものや，確認書類等の内容が不十分であるものは，原則として福祉用具貸与費は算定できない。
　　　そのため，確認依頼書等の提出を行うことなく，既に算定した福祉用具貸与費については，福祉用具貸与事業者と協議の上，返還を行う必要がある。なお，これにより生じた福祉用具貸与事業者の損失については，居宅介護支援事業者，介護予防事業者，（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業者，（介護予防）福祉用具貸与事業者が，その過失割合に応じて負担すべきものであり，決して利用者，その家族等へ負担を求めてはならない。
(3) 確認依頼書等の提出により，本市が「給付対象」と判断した場合であっても，当該給付が継続的に認められるものではない。

居宅介護支援担当者及び介護予防支援担当者は，居宅介護支援及び介護予防支援の指定基準「福祉用具の必要性の検証を必要に応じ随時行う」ことを踏まえ，サービスの継続及び利用する福祉用具が利用者にとって適切なものかなど，随時ケアプランの見直しを行わなければならない。
その際は，居宅介護支援担当者及び介護予防支援担当者において，定期的にサービスと給付の適正化が図られるよう努めること。
(4) １人の利用者が複数の福祉用具の種目（車いす，車いす付属品，特殊寝台，特殊寝台付属品，体位変換器等）を利用する場合において，当該福祉用具を必要とする医師の医学的な所見が福祉用具の種目ごとに異なる内容であれば，その福祉用具の種目ごとに確認依頼書を作成し，提出すること。

逆に，例えば，車いすと特殊寝台の貸与に当たって，医師の医学的な所見が同じであれば，１つの確認依頼書に記載しても構わない。
(5) 車いす本体，特殊寝台本体を所有しているなどして，付属品のみを利用する場合も，確認依頼書の提出が必要である。

(6) 末期がんの急速な状態悪化等，疾病その他の原因により状態が急速に悪化し，短期間のうちに日常的に起きあがりや寝返り等が困難となることが確実と見込まれる者についても，確認依頼書を作成し，提出することが必要である。

　　　ただし，既に末期がん等のターミナルの状態の診断は出ており，緊急に福祉用具を利用する必要が生じた場合にあって，直接，主治医に福祉用具の利用の可否の所見を聴く時間的余裕がないときは，看護師等の医療関係者から間接的であっても主治医の所見が確認できればよいものとする。また，サービス担当者会議の実施に当たっても，関係者への意見照会でもよいものとする。
(7) 確認依頼書等の提出により，本市が「給付対象」と判断した場合であっても，後日立ち入り調査等によって，当該利用者のケアプラン等の記録が不十分または利用する福祉用具が利用者にとって適切ではないと判断される場合は，サービスの見直しを求める場合がある。
　　　居宅介護支援担当者及び介護予防支援担当者は，福祉用具の品目を選定する際は，利用者にとって自立支援に適したものとすること。（不適正な例：利用者にとっては身体状況から見てモーターが少ない特殊ベッドで構わないものの，モーター数が多い特殊ベッドを貸与させているなど。）
６　医師の医学的な所見について

(1) 確認依頼書の「４　必要である身体状況」の「概要」欄は，居宅介護支援担当者または介護予防支援担当者が，主治医意見書のほか医師の診断書や医師から聴取した所見を基に記載すること。

医師の医学的な所見を確認するにあたっては，居宅介護支援担当者または介護予防支援担当者は，記載事項の確認にとどまるのではなく，対象福祉用具が必要となる利用者の状態が明らかとなるように，医師など関係者から必要な情報を得ること。
　(2) 医師の医学的な所見は，原則として確認依頼書等の提出の際に，必ず記載すること。

(3) 福祉用具の貸与の必要性については，サービス担当者会議の中で，医師の医学的な所見も考慮した上で判断を行うことから，医師の医学的な所見の確認年月日は，サービス担当者会議開催日以前でなければならない。
７　車いす（付属品含む）と移動用リフト（つり具部分除く）について

　　車いす（付属品含む）と移動用リフト（つり具部分除く）については，基本調査項目のみで貸与の可否が判断されないものがあるが，この場合の取扱いは以下のとおりとする。

(1) 電動車いす（付属品含む）を「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」に対して貸与する場合，移動用リフト（つり具部分除く）を「生活環境において段差の解消が必要と認められる者」に貸与する場合は，別添の取扱い方針を踏まえた上で，適切なケアマネジメントにより，居宅介護支援担当者または介護予防支援担当者がその要否を判断し，その必要性が認められれば，確認依頼書の提出は不要である。

※　別添の取扱い方針

「介護サービス・介護報酬に係る福岡市の考え方・方針～要支援１，２及び要介護１利用者の福祉用具貸与費（車いすと移動用リフト）の算定可否について」
　　
(2) 自走用・介助用車いす（付属品含む）を「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」に対して貸与する場合は，上記の取扱い方針の適用はなく，居宅介護支援担当者または介護予防支援担当者が，適切なケアマネジメントによりその要否を判断し，その必要性が認められれば，確認依頼書の提出は不要である。

８　再提出について

　　以下においては，継続して福祉用具貸与の利用が必要と判断された場合は，確認書の再提出が行うこと。

　　認定の更新，区分変更に伴う再提出については，確認依頼書上部の「更新」，「区変」に○をつけること（それ以外の場合は不要。）。
また，介護予防支援事業所，居宅介護支援事業所，（介護予防）小規模多機能型居宅介護支援事業所自体に変更はなく，担当する介護支援専門員が交代するにすぎない場合は，確認書の再提出は不要である。

(1) 認定の更新・区分変更等に伴って，要介護・要支援の認定有効期間に変更があった場合
要支援から要介護１，要介護１から要支援の変更だけでなく，要支援１から要支援２，要支援２から要支援１のように，要支援区分内での変更に伴って，認定有効期間が変更になった場合も含みます。
(2) 認定の更新・区分変更等により，要介護から要支援へ，要支援から要介護へ変更となり，担当する居宅介護支援事業所，介護予防支援事業所が変更になった場合

(3) 転居，契約解除等により，居宅介護支援事業所，介護予防支援事業所が変更になった場合

(4) 貸与を受ける福祉用具の種目を変更，追加する場合（例えば，車いすを特殊寝台に変更したり，追加したりする場合）

なお，種目の変更を伴わない場合（例えば，既に確認依頼書を提出し，例外給付が認められている電動車いすについて，製品Ａから製品Ｂに変更する場合等）については，再度の確認依頼書の提出は不要である。

９　暫定ケアプラン作成時の取扱いについて

認定の更新・区分変更申請中であって，要支援・要介護いずれの認定が下りるか判断が難しい場合は，以下の方法により対応すること。
・確認依頼書の「１　提出事業者」について，居宅介護支援事業所，介護予防支援事業所の双方の名称等を記載して，提出しておくこと。

・認定が下りた後，どちらが担当となるか，速やかに，区へ連絡すること。（区への連絡が済んだ後に，確認の手続を進めることになるため，必ず連絡すること。）
10　その他
　　①認定有効期間の満了日直前（概ね10日程度）に，または満了日を過ぎて，かつ②要介護（要支援）状態区分の２区分以上の変更という予想外の結果が出た場合にあって，更新後の認定有効期間の開始日までに確認依頼書の提出が間に合わないときは，速やかに区へ連絡し，事後の処理方法について相談すること。
11　その他
「福祉用具貸与サービス利用（例外給付）確認依頼書」は，福岡市ホームページからダウンロードできる。

【掲載場所】

福岡市ＨＰトップ ＞ 高齢・介護 ＞ 事業者の方へ ＞ 福岡市の介護報酬算定等に係る考え方・方針について
http://www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/sesakusuishin/life/kaigohousyuunokangaekata.html
